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法科大学院評価基準要綱対照表（主な事項）

頁 行 現行 修正案 備考（理由）

基準６－１－３ 基準６－１－３ 当該事項については，私

解釈指針６－１－３－２ 解釈指針６－１－３－２ 立大学に該当する事項であ

入学者への法科大学院に対する寄付等 入学者への法科大学院に対する寄付等 るため

２０ ２９ の 開始時期は入学後とし，それ以前 の 開始募集 募集を行っている場合には，その

にあっては募集の予告にとどめているこ 時期は入学後とし，それ以前にあっては

と。 募集の予告にとどめていること。

基準１０－１－１ 基準１０－１－１ 単に施設面積を求めるも

解釈指針１０－１－１－３ 解釈指針１０－１－１－３ のではなく，十分に面談す

３９ １８ 教員が学生と 教員が学生と ることができるスペースで面談することのできる十 十分に面談することので

が確保されていること。 が確保されていること。 あることを求めるため分なスペース きるスペース

，２ 評価の方法等 ２ 評価の方法等 評価結果の公表に当たり

２－４ ２－４ 認証評価の透明性や社会に

機構は，評価結果を評価報告書として 機構は，評価結果を評価報告書として 対する説明責任を果たす観

まとめ，当該法科大学院を置く大学へ通 まとめ，当該法科大学院を置く大学へ通 点から，法科大学院を置く

知し 文部科学大臣に報告するとともに 知し 文部科学大臣に報告するとともに 大学から提出された自己評， ， ， ，

印刷物の刊行及びウェブサイトへの掲載 印刷物の刊行及びウェブサイトへの掲載 価書（別添の資料・データ

等により，広く社会に公表する。 等により，広く社会に公表する。 等を除く ）も併せて公表。

４３ ３１ するため評価結果の公表の際には，評価の透明

性を図るため，当該法科大学院を置く大

（新規） 学から提出された自己評価書（法科大学

院の自己評価で根拠として別添で提出さ

れた資料・データ等を除く ）を機構の。

ウェブサイトに掲載する。

６ 教育課程又は教員組織の重要な変更へ ６ 教育課程又は教員組織の重要な変更へ 認証評価の申請は，大学

の対応 の対応 から行われており，法科大

６－１ ６－１ 学院との対応に関しての窓

４７ ３ は，基準９－３ は， 口は大学であるため機構認定法科大学院 機構認定法科大学院を置く大学

－２に規定する教育活動等に関する重 基準９－３－２に規定する教育活動等

要事項を記載した文書を，別に定める に関する重要事項を記載した文書を，

ところにより，法科大学院年次報告書 別に定めるところにより，法科大学院

， ，として，次の評価までの間，毎年度， 年次報告書として 次の評価までの間

機構へ提出するものとする。 毎年度，機構へ提出するものとする。
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頁 行 現行 修正案 備考（理由）

６ 教育課程又は教員組織の重要な変更へ ６ 教育課程又は教員組織の重要な変更へ 認証評価の申請は，大学

の対応 の対応 から行われており，法科大

・・・ ・・・ 学院との対応に関しての窓

６－２ ６－２ 口は大学であるため

法科大学院 法科大学院を置４７ ９ 機構の評価を受けた は， 機構の評価を受けた

教育課程又は教員組織に重要な変更を は，教育課程又は教員組織に重く大学

行った場合には，別に定めるところに 要な変更を行った場合には，別に定め

より，当該変更について機構に届け出 るところにより，当該変更について機

るものとする。 構に届け出るものとする。

７ 情報公開 ７ 情報公開 当該法科大学院が作成す

７－２ ７－２ る自己評価書（別添の資料

機構に対し，評価に関する法人文書 機構に対し，評価に関する法人文書 ・データ等を除く ）につ。

の開示請求があった場合は 「独立行 の開示請求があった場合は 「独立行 いては，２－４の公表に関， ，

政法人等の保有する情報の公開に関す 政法人等の保有する情報の公開に関す する取扱いにより，機構の

る法律 （以下 「独立行政法人等情報 る法律 （以下 「独立行政法人等情報 ウェブサイトに掲載するこ」 ， 」 ，

公開法」という ）に基づき，原則と 公開法」という ）に基づき，原則と ととしているため。 。

して開示する。 して開示する。

， ， ， ，ただし 法科大学院等から提出され ただし 法科大学院等から提出され

法人文書 法人文書４８ １１ 機構が保有することとなった 機構が保有することとなった

の開示 （当該法科大学院が作成する自己評価に当たっては，独立行政法人等

書（法科大学院の自己評価で根拠とし情報公開法に基づき当該法科大学院等

て別添で提出された資料・データ等をと協議するものとする。

，除く は除く の開示。） 。） に当たっては

独立行政法人等情報公開法に基づき当

。該法科大学院等と協議するものとする


